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区内共通買物券の取扱店を募
集しています！
　区では、中小小売店などの顧客
の増加や消費の拡大により地域経
済の活性化を図るため、１万円で
１万１千円分の買物ができる「中央
区内共通買物券（ハッピー買物券）」
を６月に販売します。この買物券は
新生児の誕生祝品や、９月に敬老祝
品としても贈呈しています。
　区内共通買物券の利用促進のため
に、多くの取扱店の登録をお願いし
ます。
［申込資格］
　区内に事業所または店舗がある民
間事業者。ただし、次の場合は登録
することができません。
・店舗面積が1,000㎡を超える小売
店舗
・風俗営業などの規制および業務の
適正化などに関する法律第２条に
規定する営業を行うもの
・業務の内容が公序良俗に反する営
業を行うもの

［利用できないもの］
　区内共通買物券は、消費の拡大を
図ることを目的とした事業のため、
次の取引または商品は対象になりま
せん。
・公共料金、税金、振込代金、振込
手数料などの支払い
・有価証券、商品券、プリペイドカ
ード、チケット、切手、郵政はが
き、回数券、乗車券、航空券、入
場券、ごみ処理券などの購入（江
戸バス含む）
・たばこの購入
・仕入れのために利用すること
姶申込書に記入して郵送またはファ
クスで申込む。
◎申込書は区役所７階商工観光課、

日本橋・月島特別出張所および中
央区保健所で配布します。また、
区のホームページからダウンロー
ドすることもできます。
◎申込みは随時受け付けています。
◎５月31日（必着）までに申込んだ店
舗などについては、取扱店一覧表
に掲載されます。
◎既に取扱店として登録されている
方は、新たな手続きの必要はあり
ません。
逢〒104－8404
　中央区築地１－１－１
　商工観光課中小企業振興係
　☎（３５４６）５４８７
　FAX（３５４６）２０９７

建物もあなたと同じ健康診断
～特殊建築物などは定期的に調査し
てください～

　私たちが定期的に健康診断を受け
るように、建築物も定期的に調査や
検査をして、常に健全な状態を保つ
必要があります。
　建築物の中でも、ホテル、百貨店、
病院、事務所、共同住宅などの特殊
建築物は、多くの人が利用するため、
維持管理を怠ると、地震や火事の際
に大きな被害を受ける恐れがありま
す。また、部材の劣化などによる周
辺への危害や通常使用における事故
を防止するためにも、維持管理は大
変重要です。
　被害を未然に防ぐため、特殊建築
物を所有・管理している方には、建
築物の状況について調査資格者など
に調査を依頼し、結果を行政庁に報
告することが義務付けられています。
　また、エレベーターなどの昇降機
も同様に検査・報告が義務付けられ
ています。
　近年、エレベーター事故、広告板

落下事故など、建築物や昇降機などに
関する事故が相次ぎ発生しています。
　平成26年度は、別表１に掲げる用
途、規模の建築物などが報告の対象
となります。対象となる建築物を所
有または管理されている方は、趣旨
を十分ご理解いただき、必ず調査・
報告をしてください。
　また、エレベーターなどの昇降機

の所有者、管理者の方も必ず報告を
してください。
逢・建築物について
　　建築課調査係
　　☎（３５４６）５４５５
　・設備・昇降機について
　　建築課設備係
　　☎（３５４６）５４６１

（５頁からのつづき）情報コーナー

別表１
（ア）用途 （イ）用途に供する階または規模 提出の時期

特殊
建築物

劇場、映画館、演芸場 A>200㎡または主階が1階にないも
ので1階以外の階でA>100㎡

11月1日～
平成27年1
月31日（毎
年報告）

観覧場（屋外観覧席のものを除く）、
公会堂、集会場

F≧3またはA>200㎡（平家建ての
集会場で客席および集会室の床面
積の合計が400㎡未満の集会場を除
く）

旅館、ホテル F≧3かつA>2000㎡
百貨店、マーケット、勝馬投票券発売所、
場外車券売場、物品販売業を営む店舗 F≧3かつA>3000㎡

百貨店、マーケット、勝馬投票券発売
所、場外車券売場、物品販売業を営む店
舗（毎年報告のものは除く）

F≧3またはA>500㎡

5月1日～10
月31日（3年
毎に報告）

展示場、キャバレー、カフェー、バー、ナ
イトクラブ、ダンスホール、遊技場、公
衆浴場、待合、料理店、飲食店

F≧3またはF≧B1またはA>500㎡

複合用途建築物（事務所を除く、表中
の特殊建築物の用途の2以上を併せる
もの）

F≧3またはA>500㎡

事務所その他これに類するもの
F≧3かつA>1000㎡（5階以上の建
築物で延べ面積が2000㎡を超える
ものに限る）

建築
設備

換気設備（自然換気設備を除く）

特殊建築物に設けるもの

毎年報告

排煙設備（排煙機または送風機を有す
るもの）
非常用の照明装置
給水または排水の配管設備（給水タン
クなどを設けるもの）

昇降機
など

エレベーター（労働安全衛生法の性能検査を受けているものを除く）
エスカレーター
小荷物専用昇降機（テーブルタイプを除く）

・（ア）欄に掲げる用途に供する建築物でその用途に供する部分の規模が（イ）欄の当該いずれか
　の項目に該当するものが対象になります。
・F≧3、F≧5、F≧B1とは、3階以上の階、5階以上の階、地下1階以下の階で、その用途に供する
　部分の床面積の合計が100㎡を超えるものをいいます。
・Aは、その用途に供する部分の床面積の合計をいいます。
・共同住宅の住戸内は、特殊建築物および建築設備の調査･検査結果を報告する必要はありませ�
　ん。
・報告対象の換気設備は、火気使用室、無窓居室または集会場などの居室に設けられた機械換気設
　備に限ります。
・昇降機のうち、一戸建て、長屋または共同住宅の住戸内に設けられたホームエレベーターな
　どは報告対象から除かれます。
・新築の建築物は、検査済証の交付を受けた直後の時期については報告する必要はありません。
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別表２　助成対象機器および助成額など一覧

対象機器 機器の説明 対象建築物 対象者 一般助成 上乗せ助成（中央エコア
クトの認証を受けている場合）

助成単位 限度額 助成単位 限度額

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
器

太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム

太陽の光を直接電気に変換す
る太陽電池を使って発電する
システムです。クリーンで永
続的な太陽エネルギーを利用
し、発電時に二酸化炭素を排
出しません。

住宅 居住者
出力1kW
当たり
100,000円

350,000円
出力1kW
当たり
150,000円

420,000円

共同住宅
（共用部のみ）

管理組合共同
住宅所有者

1,000,000円
－ －

事業所 中小企業者
など

出力1kW
当たり
150,000円

1,200,000円

ソ
ー
ラ
ー
シ
ス
テ
ム

太陽の熱を給湯や暖房に利用
するシステムです。 住宅 居住者

集熱器
面積1㎡
当たり
16,500円

150,000円
集熱器面積
1㎡当たり
25,000円

180,000円

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
器

ガ
ス
エ
ン
ジ

ン給
湯
器（
エ

コ
ウ
ィ
ル
）

ガスエンジンで発電し、その
とき出る熱を利用して給湯や
床暖房を行うため、高い省エ
ネルギー効果があります。

住宅 居住者

導入費の
20%

150,000円

導入費の
35%

180,000円

燃
料
電
池
給
湯
器

（
エ
ネ
フ
ァ
ー
ム
）

燃料電池で発電し、そのとき出
る熱を利用して給湯や床暖房
を行うため、省エネルギー効果
があります。

650,000円 780,000円

高
反
射
率
塗
料
な
ど（
屋
上
用
高

反
射
率
塗
料
、窓
用
日
射
調
整
フ

ィ
ル
ム
、窓
用
コ
ー
テ
ィ
ン
グ
材
）

屋上・屋根に塗布することに
より、建築物への蓄熱を抑制
する塗料や窓などに塗布・貼
付することにより、断熱効果
を高める日射調整フィルム及
びコーティング材です。

100,000円 120,000円

共同住宅
（共用部のみ）

管理組合
共同住宅
所有者

700,000円 － －

Ｌ
Ｅ
Ｄ
ラ
ン
プ

白色発光ダイオード（LED）を
光源に使用した照明です。 400,000円 － －

事
業
用
省
エ
ネ

ル
ギ
ー
機
器

省エネルギー効果の高い熱源
機器、空調機器、給湯機器、照明
機器、高反射率塗料などが対象
になります。

事業所 中小企業者
など 200,000円 導入費の

50% 500,000円

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
器
な
ど
導
入
費
助
成

（
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成
26
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を
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